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今なぜグローバル人材か
１． 講義の目的
　日本の経済は、今後は拡大は望めない。他方日本の周辺、特にアジ
ア諸国の経済成長は著しく、日本企業は海外展開をますます進めてい
くことになる。その際必要なのはグローバル人材だが、日本の大学生
はこのようなグローバル活動の訓練を受ける機会がない。この講義の
目的は、①日本企業がどのような人材を求めているかを理解させると
ともに、グローバルな活動ができる人材に育つよう覚悟を促すこと、
②自分の意見を持つことの重要性を理解させること、である。講義に
おいては事実に基づいて思考を展開することの重要性を理解してもら
うため出来るだけ数字やデータを取り入れるとともに、質問を多くす
ることで対話型の講義を心がけた。
２． 講義の内容
〈アジアの経済規模と人口〉
① アジア主要国の経済規模、成長性を日本と比較しつつ説明。先進国
の成長率が年率 2 〜 3％なのに対して、アジア各国では 10% を超え
る成長が長期にわたって続いている。わが国では中国以外の国につ
いての知識が不足しているが、インドやインドネシア、タイなどの
国々でも高度成長が続いている。
② 他方でいまだ後発の国々もある。カンボジア、ラオス、ミャンマー
などであり、これらの国々では経済発展に必要な教育水準、インフ
ラがいまだ整備されていない。しかしながら中国やインド、さらに
Hosei University Repository
60
は米国などが東アジアの地政学的視点からこれらの国を自国勢力圏
に取り込もうとさまざまなアプローチを始めている。
③ しかし所得水準では東アジアは先進国の水準の十分の一程度であ
り、今後ともかなり長期にわたり高度成長が続く可能性が高い。日
本企業がアジアへの進出を積極化させているのもこのような見通し
があるからである。唯一の例外はシンガポールで、この国は徹底し
た市場メカニズム重視の開放経済を貫いた結果、アジアの経済活動
のハブとして成功し、その所得水準は日本を抜いてアジアトップ、
世界的に見てももっとも豊かな国になりつつある。
④ しかしながら地政学的に見ればわが国として今後東アジアでもっと
も関心を持つべきは中国とインド、それに人口が二億を超えるイン
ドネシアであろう。中国とインドは歴史的にも対立点が多く、この
両者のヘゲモニー争いがアジアの将来を考える上で重要になってく
る。わが国の立ち位置も慎重な検討が必要である。
⑤ 東アジアでは工業化とともに人口の少子高齢化が進んでいる。日本
に続いて、台湾、香港だけでなく中国やタイ、インドネシアなども
2025 年以降生産年齢人口の減少が始まり、それとともに経済成長
率の低下が始まるとの見方は強い。問題はこれらの国が先進国並み
の生活水準に到達し、社会保障制度などが整備できないうちに、高
齢化時代に突入し、社会に不満や不安定要素を抱え込むことである。
〈日本企業の対外投資〉
⑥ 日本企業の海外進出は 1960 年代から始まっているが、本格的海外
進出は自動車や家電を中心に 80 年代に入ってからである。はじめ
は貿易摩擦を回避する目的で欧米先進国への進出が中心であった
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が、中国の改革開放政策が定着するにつれて、対中投資が増え始め、
特に 2001 年の WTO 加盟以降中国は世界経済の牽引車として重要
な役割を果たすようになった。 
⑦ 当初は対中投資は低賃金を利用することを目的としていた。部品や
原材料を日本から輸送し、中国で組み立て、欧米市場に輸出すると
いう三角貿易が主流であったが、中国での賃金が上がるにつれて、
高所得層も増え、市場としての意義が高まってきた。いまや日本企
業にとって、海外展開の最大の理由は市場獲得であり、低賃金労働
者の活用ではなくなっている。このところの円高で日本企業の海外
移転が加速されているような報道が見られるが、円高は本当の理由
ではなく、あくまで市場獲得が最大の眼目であろう。
⑧ 製造業の海外進出とともに日本国内の企業が消滅し、空洞化すると
いう懸念もよく言われるが、日本のアジア諸国との間の輸出金額、
貿易収支の黒字額は減るどころか増えている。工場は海外に出ても、
重要な部材や原料は日本のものを使わないと、品質の高い製品が出
来ないことがはっきりした。日本発のサプライチェーンが世界的に
伸びているのである。このことは 3 月の東日本大震災で日本の部材
工場が被災したことで中国や米国の工場まで停止してしまったこと
からもわかる。
⑨ すでに自動車産業では海外での生産台数が国内生産よりも大きくな
っている。しかも国内生産の半分は輸出、すなわち全生産台数のう
ち四分の三は海外市場で販売されている。商売の 8 割以上が海外に
なっている企業も少なくなく、しかも成功している企業ほど海外依
存率が高い。これは製造業だけでなく流通やサービス産業でも起こ
りつつある現象である。
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〈日本のグローバル人材の不足〉
⑩ このような海外活動へのシフトに伴い日本企業の雇用も海外で増え
る一方で国内では減少している。これからの学生はこのようなグロ
ーバル指向にあわせ、国の内外を問わず外国人とともに仕事が出来
る精神力とコミュニケーション能力を備えていく必要がある。
⑪ 各種のアンケート調査によれば、日本の若者の間には「内向き志向」
が高まっているように見られる。外国語が苦手、外国人とのコミュ
ニケーションはしんどい、親の面倒を見たい、生まれ故郷を離れた
くない、など理由はいろいろあるが、商社ですらそのような人材が
入ってくるようであり、これから日本企業が必要としている人材は
むしろ供給不足になっている。
⑫ グローバル人材として必要な素養は第一に英語、ついで異文化理解
力、行動力、リーダーシップなどである。つまり英語の能力がかな
り重要な要素となってくる。大学としても授業の一部は英語で行う
などの努力が求められる。
⑬ 日本国内でも外国人が増えてくることになろう。日本よりも中国や
アジア諸国のほうが優秀な人材を確保できる、という話はよく出て
くる。日本にいる外国人留学生や外国の大学を卒業した日本人を活
用することも日本企業がこれから真剣に考えるべき課題である。採
用の時期や方向も抜本的に変えていく必要があろう。日本で学ぶ日
本人学生も世界中の若者との競争になっていることを理解しなくて
はならない。結論的に言えば企業も大学も学生も変わらなくてはな
らない、ということである。（了）　  　　　　（平成 23 年 7 月 4 日）
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